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１ 下水道使用料算定の基本的考え方
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

１ 使用料算定作業の進め方（作業フロー）

●財政計画の策定・確認

使
用
料
対
象
経
費
の
算
定

●使用料算定期間の設定

●使用料対象経費の算定

●収支過不足の確認

・経営戦略
（施設の整備計画、施設の管理計画

職員の配置計画）
・排水需要の予測

・収入の見積（現行使用料体系）
・支出（維持管理費、資本費）の推計

・管理運営費（維持管理費、資本費）の算定
・資産維持費の算定
・控除額の算定

・使用料の改定率の目安を把握

改定の
目安を
把握

Point！

●収支見積に基づく使用
料改定の必要性の確認

使用料対
象経費の
算定
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

１.１ 使用料算定作業の進め方（作業フロー）

●使用者群の区分

使
用
料
体
系
の
設
定

●使用料対象経費の分解

●使用料対象経費の配賦

●使用料体系の検討・決定
・基本使用料
・従量使用料

・資本費 需要家費
固定費

・維持管理費 変動費

・経費の性質に応じて配賦

改定の
目安を
把握

Point！

・水量区分の設定（水量使用料）

出典：公益社団法人日本下水道協会「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」

使用料単
価の設定



１ 下水道使用料算定の基本的考え方

２．１ 使用料体系の設定

累進使用料制

用途別使用料制

※他に以下との組み合わせもある。

・大口需要家の需要変動リスクに対応するコストを調整・賦課するという趣旨から、
使用量の増加に応じて使用料単価が高くなる使用料体系

※豊岡市は二部使用料制、累進使用料制の体系としている。
ただし、基本使用料に基本水量はなし。

基本使用料制・従量使用
料制のどちらかで構成

一部使用料制 基本使用料制

従量使用料制

二部使用料制 基本使用料制

従量使用料制

基本使用料制・従量使用
料制の組み合わせで構成

+
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基本使用料

従量使用料

１ 下水道使用料算定の基本的考え方

２.２ 二部使用料制（基本使用料と従量使用料）

☛ 基本使用料とは、使用量の有無に関係なく賦課されるもの。

☛ 従量使用料とは、使用量の多寡に応じて水量と単位当たりの価格により算定し賦課されるもの。

☛ 使用量に応じて使用料を算定するという従量使用料体系は、法の趣旨に照らして合理的なもの。

☛ しかし、使用量が変動することに対応して使用料収入も変動することから、使用量が過少な場合には
使用量に関係なく固定的に発生する経費を賄えないという事態が生じる可能性がある。これを回避し、
経営の安全性を確保するため、従量使用料に基本使用料を併置する方法が有効であり、現実にも多く
の地方公共団体で採用されている。

２.２.１ 意義

下水道使用料
・・・使用量の有無に関係なく賦課

・・・使用量の多寡に応じて賦課
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

３ 使用料対象経費の分解

☛ 使用料体系の設定は、個々の使用者の使用実態に応じて配分された個別原価に基づいて行う。
☛ この場合、使用料対象経費の分解と使用者群の区分を行い、それを基礎に使用料体系を設定するこ

とが合理的である。

３.１ 意義

☛ 使用料対象経費の分解は、使用料体系における基本使用料、従量使用料、累進使用料等を定める際
の基準として用いるために経費をその性質にしたがって分解するものであり、個別原価に基づく使
用料体系を設定するための前提の作業である。

☛ 一般的には、使用料対象経費は、需要家費、固定費及び変動費の３種類に分類される。

概要使用料対象経費の区分

☛下水道使用水量の多寡に関係なく主として下水道使用者数に対応して増
減する経費であり、使用料徴収関係経費等がこれに当たる。

需要家費

☛下水道使用水量及び使用者数の多寡に関係なく下水道施設の規模に応じ
て固定的に必要とされる経費であり、資本費、電力料金の基本料金、人
件費の基本給部分等がこれに当たる。

固定費

☛主として下水道使用水量の多寡に応じて変動する経費であり、動力費の
大部分、薬品費等がこれに当たる。

変動費

Point！

Point！
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

☛ 使用料対象経費のうち基本使用料として賦課するものは、基本的には需要家費及び固定費とするの
が適用である。

☛ 施設型事業である下水道事業の特性により、使用料対象経費に占める固定費の割合が極めて大きい
ことから、固定費についてはその一部を基本使用料として賦課し、他は従量使用料として賦課する
のが妥当である。

☛ 基本使用料として賦課する固定費の範囲については、各地方公共団体の排水需要の実態、下水道事
業の実態等を勘案して定めるものとするが、事業の安定した収支の均衡を図る観点から十分に検討
する必要がある。

☛ 従量使用料として俯瞰するものは、基本使用料として賦課するもの以外のすべての経費とし、使用
料対象経費の分解に応じて水量区分ごとに配賦するものとする。

３.２ 対象となる経費の範囲

需要家費

固定費

３ 使用料対象経費の分解

変動費

Point！

Point！

全部「基本使用料」へ分配

基本使用料と従量使用料に分配

全部「従量使用料」へ分配 二
部
使
用
料
制

基本使用料

従量使用料
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

☛ 使用料対象経費の分解基準に基づき分解した経費は、各々の経費の性質に応じた配賦基準により各
使用者群へ配賦することとする。

☛ 具体的な配賦基準の設定は、各地方公共団体の排水の実態と、各々の経費の性質を十分に反映した
ものであることが必要である。

４ 使用料対象経費の配賦

３ 使用料対象経費の分解

４.１ 経費別の配賦基準

需要家費 固定費 変動費

0〜10㎥ 11〜30㎥ 51〜100㎥ 501㎥〜

概ね検針回数に応じて各使用
者群に均一に配賦

各使用者群の排水需要の変動に着目して固
定費を各使用者群に傾斜的に配賦

全水量に均等に配賦

31〜50㎥ 101〜500㎥
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方

４ 使用料対象経費の配賦

３ 使用料対象経費の分解

４.２ 使用料算定に係る使用料対象経費の配賦イメージ

需要家費

需要家費 固定費 変動費

0〜10㎥ 31〜50㎥ 51〜100㎥ 501㎥〜

需要家費 需要家費 需要家費

固定費 固定費 固定費 固定費

固定費

変動費

固定費 固定費 固定費

変動費
変動費

変動費

基本使用料
（※対使用件数）

従量使用料
（※対排水量）

需要家費

固定費

固定費

変動費

需要家費

固定費

固定費

変動費

11〜30㎥ 101〜500㎥
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２ 資産維持費の算定方法
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改築事業費
（耐用年数50年）

新設事業費
（耐用年数50年）

現役世代が一部負担

減価償却費
資産維持費

減価償却費

維持管理費維持管理費
1313

２ 資産維持費の算定方法

１.１ 資産維持費

☛ 資産維持費とは、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等
により増大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本
を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）として、適正かつ効率的
、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定するものである。

☛ 資産維持費を使用料対象経費に算入する場合には、 不断の経営効率化努力や経営状態
等を使用者に説明することを通じ、理解の醸成を図ることが重要である。

Point！

原価原価

上昇

上昇分

現役世代 将来世代



（参考）組織再編・下水道職員数の推移

2014（H26）2013（H25）2012（H24）2011（H23）2010（H22）2009（H21）2008（H20）2007（H19）2006（H18）2005（H17）年度

18191922273036536165職員数(人)

企業総務課を
廃止
上下水道部
・水道課
・下水道課

企業分室を廃
止
企業部
・企業総務課

・水道課
・下水道課

合併
企業部
・企業総務課

・水道課
・下水道課
・企業分室
（支所に5分室）

組織再編等

2024（R6）2023（R5）2022（R4）2021（R3）2020（R2）2019（R1）2018（H30）2017（H29）2016（H28）2015（H27）年度

18181817171818181717職員数(人)

・2005（H17）：企業総務課、水道課、下水道課、企業分室（支所に５分室）

・2008（H20）：企業分室を廃止し、企業総務課、水道課、下水道課の３課体制

・2012（H24）：企業総務課を廃止し、水道課、下水道課の２課体制

※ 職員数は、水道課を除いた数を計上。
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処理区数は、合併時54箇所であったが、より効率的な処理体制とするため、統廃合事業によ

り23箇所の処理区に再編成する。（2012～2027）

統廃合事業実施後に残る23処理区の処理場は、延命化を図るため長寿命化を進めている。

〇完了年度を事
業名の上に記載
（赤字は2025年度

以降の完了箇所）

〇2025年4月１日

時点で30処理区

0
※処理区の廃止は、事業完了（予定）年度の翌年度４月１日とする。（西気のみ2012年12月27日に廃止）

（参考）下水道（汚水）処理区統廃合事業・施設の長寿命化事業等
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2021202020192018201720162015201420132012年 度 (R3)(R2)(H31)(H30)(H29)(H28)(H27)(H26)(H25)(H24)

201159156128804040303030効果額

894693534378250170130906030累計効果額

2031203020292028202720262025202420232022年 度 (R13)(R12)(R11)(R10)(R９)(R８)(R７)(R６)(R５)(R４)

438438438438326326245244232232効果額

4,2513,8133,3752,9372,4992,1731,8471,6021,3581,126累計効果額

●統廃合事業による経費削減効果

※2024(R6)年度までは実績、2025(R7)年度からは見込み
※算定期間（2027〜2031）の５ヵ年では合計20億7,800万円の削減を見込んでいる。

（参考）下水道（汚水）処理区統廃合事業・施設の長寿命化事業等

（単位：百万円）

●下水汚泥の全量減量化による経費削減
市内の下水汚泥の全量を豊岡市浄化センターで消化処理し、汚泥量を25%削減する。
・消化ガスの増加 → 燃料費の減少
・汚泥の減量化 → 処分費の減少
・2018(H30)年度より事業開始
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２ 資産維持費の算定方法

２.１ 資産維持費の算定方法と下水道使用料の水準

☛ 算定方法
・水道事業・・・「水道料金算定要領」（日本水道協会）より

資産維持費 ＝ 対象資産 × 資産維持率（３％）
※ただし、各事業体の実情を考慮し調整できるとされている。

・下水道事業・・・基本的考え方も含め具体的な算定方法等は現在明示されていない。
※平成29年３月の国交省・総務省各事務連絡にて「使用料対象経費に資産維持費を位置付ける」と通知

☛ 下水道使用料の水準
・次の水準を目安として、算定期間における下水道使用料の目標改定率を算出する。

①経費回収率：１００％
（ 使用料単価 ÷ 汚水処理原価 ）

②使用料単価：１５０円/㎥
（ 使用料収入 ÷ 年間有収水量 ）

※汚水処理原価 ＝ 使用料対象経費 ÷ 年間有収水量
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２ 資産維持費の算定方法

２.２ 資産維持費における対象資産 ※物価高騰（２％/年）・耐震化事業を反映

☛ 算定方法 水道料金算定要領を準用する考え方（物価高騰２％/年・耐震化事業を反映）

【対象資産】（単位：百万円）

償却資産額の算定期間における2027年度期首残高（雨水分除く）：72,682 ①
2031年度期末残高（ 〃 ）：68,758 ②

①＋②の平均：70,720 ③
③の50％は国費：35,360

３５，３６０ × 資産維持率 × ５年（算定期間年数） ＝

⑴資産維持率０.５％の場合（水道事業と同率）
３５，３６０ × ０．００５ × ５年（算定期間年数） ＝ ８８４

⑵資産維持率１％の場合
３５，３６０ × ０．０１ × ５年（算定期間年数） ＝ １,７６８

⑶資産維持率２％の場合
３５，３６０ × ０．０２ × ５年（算定期間年数） ＝ ３,５３６

⑷資産維持率３％の場合
３５，３６０ × ０．０３ × ５年（算定期間年数） ＝ ５,３０４



R6 R8 R13
2024 2026 2031

80,226 78,671 74,684 △ 3,987
 うち構築物 59,538 56,323 42,791 △ 13,532
 うち機械・装置 9,610 12,848 22,398 9,550

3,244 3,578 2,572 △ 1,006
 うち現金預金 2,936 3,195 2,196 △ 999

83,470 82,249 77,256 △ 4,993
34,044 31,925 26,751 △ 5,174

 うち企業債 34,025 31,914 26,751 △ 5,163
5,053 4,918 3,612 △ 1,306

 うち企業債 3,756 3,478 1,944 △ 1,534
31,297 31,447 30,889 △ 558
70,394 68,290 61,252 △ 7,038
10,082 10,790 14,654 3,864
2,994 3,169 1,350 △ 1,819

 うち利益剰余金 2,085 2,260 442 △ 1,818
13,076 13,959 16,004 2,045
83,470 82,249 77,256 △ 4,993

 資産合計

項    目 ⽐較（②−①）

 固定資産

 流動資産

 負債資本合計

 固定負債

 流動負債

 繰延収益
 負債合計

 資本金
 剰余金

 資本合計

２ 資産維持費の算定方法

（参考）貸借対照表

（単位：百万円/税抜）（決算）

※物価高騰（２％/年）・耐震化事業を反映

① ②
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R20R19R18R17R16R15R14R13R12R11R10R9R8R7施設名種別

建
設
改
良
費

20382037203620352034203320322031203020292028202720262025
12199220472522但東北、港等統廃合事業

汚
水

2,2202,2152,2652,2102,3021,2272,2362,6712,1412,3581,9781,9272,0322,040⻑寿命化事業

2,2002,2002,2002,2002,2001,1702,1002,6092,0422,2651,8981,9122,0272,040
処理場公共

・
特環

マンホールポンプ場

管路
2015542477652819380155処理場農集

60106010601018処理場漁集
10075227677232471091702015215450耐震化事業

2,3202,2902,2872,2172,3691,9502,4832,7802,3112,5712,2292,1622,5492,562合計

２ 資産維持費の算定方法

（参考）今後の事業計画

※雨水事業は除く
2027-2031合計：12,653 2032-2036合計：12,606

（単位：百万円）
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３ 下水道使用料対象経費
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維持管理費

資本費
繰入金等

維持管理費

資本費

維持管理費

資本費
資産維持費

資産維持費

３ 下水道使用料対象経費

１.１ 総括原価方式

☛ 全ての費用に適正な報酬を加えた「総括原価」に見合う料金設定を行う算定方式。
☛ 下水道事業の場合、全ての費用から繰入金等を差し引いた額に資産維持費を加えた額が総括原価と

なる。

【総括原価の算定イメージ】 ※算定期間（2027～2031年度）の合計 （単位：百万円）

汚水費用

繰入金等を控除

※費用は、法適用事業の３条費用

総括原価
（使用料対象経費）

資産維持費を加算

※

総
括
原
価
に
見
合
う
使
用
料
を
設
定

4,854

918

15,753

◎下水道使用料対象経費
維持管理費：4,854 ＋ 資本費：918 ＋ 資産維持費：α

※物価高騰(２％/年）・耐震化事業を反映
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下水道使用料
対象経費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

維持管理費

資本費

３ 下水道使用料対象経費

２.１ 収支過不足の確認 ※資産維持を含めない場合

☛ 現行使用料体系を基に推計した使用料収入と使用料対象経費とを比較し、収支過不足の確認を行う
とともに、使用料改定率を判断する。

☛ 改定率の程度によっては、施設の整備・管理計画や事業財源の見直し、段階的な改定等を検討する
必要がある。

【収支見積のイメージ】 ※算定期間（2027～2031年度）の合計 （単位：百万円）

汚水処理費 必要な財源 収入見込み

比較

6,906

5,772

918

4,854

※物価高騰(２％/年）・耐震化事業を反映
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下水道使用料
対象経費

資本費

維持管理費 現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

不足分

維持管理費
下水道使用料
対象経費

資本費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

不足分

下水道使用料
対象経費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

維持管理費

資本費

３ 下水道使用料対象経費

２.１ 収支過不足の確認 ※資産維持費を含めない場合

【算定期間：2027～2031年度の場合】 ※物価高騰(２％/年）・耐震化事業を反映 （単位：百万円）

比較

6,906
5,772

918

4,854

【算定期間：2032～2036年度の場合】 ※物価高騰(２％/年）・耐震化事業を反映

2,748

9,177
4,153

5,024

6,429
比較

【算定期間：2027～2036年度の場合】 ※物価高騰(２％/年）・耐震化事業を反映

1,614

14,949

5,071

9,878

13,335
比較
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算定期間算定期間算定期間
2027〜20362032〜20362027〜2031

9,878,4715,024,2934,854,178維持管理費 ①
5,070,9014,152,805918,096資本費 ②

000資産維持費 ③
14,949,3729,177,0985,772,274使用料対象経費 (①+②+③)

13,335,4886,428,9946,906,494現行使用料収入
74,484,11435,911,83038,572,284有収水量（㎥）

200.7255.5149.6汚水処理原価
179.0179.0179.1使用料単価
89%70%120%経費回収率

目標別平均改定率の算出
平均改定率平均改定率平均改定率改定目標

12.1％42.7％0.0%①経費回収率100％
△16.2％②使用料単価150円/㎥

2525

３ 下水道使用料対象経費

２.２ 各試算の概要

算定方法 水道料金算定要領を準用する考え方
※資産維持率０％（物価高騰２％/年・耐震化事業を反映）の場合

（単位：千円）
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３ 下水道使用料対象経費

２.３.１ 収支見通し（想定平均改定率：0.0％）【算定期間：2027～2031年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。
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３ 下水道使用料対象経費

２.３.２ 収支見通し（想定平均改定率：42.7％）【算定期間：2032～2036年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。

決算 決算認定前 2024繰越反映

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

5,212 4,843 5,125 5,137 5,065 4,950 4,912 4,557 4,302 4,649 4,498 4,417 4,400 4,347 4,311 4,291

1,498 1,505 1,458 1,439 1,420 1,401 1,381 1,362 1,343 1,890 1,863 1,835 1,808 1,781 1,755 1,728

2,371 2,022 2,465 2,474 2,425 2,304 2,253 1,879 1,617 1,371 1,201 1,106 1,076 1,041 1,015 1,003

1,335 1,306 1,189 1,212 1,207 1,234 1,265 1,305 1,331 1,376 1,422 1,463 1,504 1,513 1,529 1,548

7 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

4,682 4,617 4,336 4,209 4,226 4,237 4,292 4,369 4,425 4,528 4,635 4,729 4,813 4,850 4,899 4,952

1,242 1,280 1,154 1,003 1,016 989 996 1,004 1,011 1,019 1,028 1,038 1,046 1,055 1,064 1,073

53 65 7 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

2,995 2,939 2,815 2,856 2,880 2,939 2,997 3,073 3,125 3,213 3,300 3,377 3,441 3,459 3,488 3,520

446 398 367 350 330 309 298 292 289 296 307 314 326 336 347 359

529 227 789 928 839 713 620 188 △ 123 121 △ 137 △ 312 △ 413 △ 503 △ 588 △ 661

0 0 0 0 0 0 0 0 △ 123 △ 2 △ 139 △ 451 △ 864 △ 1,367 △ 1,955 △ 2,615

2,478 3,204 4,269 3,446 2,859 2,610 2,751 2,312 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

1,852 2,112 2,616 2,114 1,710 1,449 1,418 1,140 1,375 1,258 1,055 1,183 1,107 1,134 1,157 1,142

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

618 1,085 1,652 1,332 1,149 1,160 1,333 1,172 1,465 1,337 1,134 1,243 1,167 1,194 1,217 1,202

9 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,948 5,748 6,940 6,087 5,600 5,421 5,574 4,892 5,124 4,504 3,828 3,895 3,689 3,484 3,731 3,626

1,337 2,114 3,282 2,573 2,216 2,239 2,589 2,313 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

3,611 3,633 3,659 3,515 3,384 3,182 2,985 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

△ 2,470 △ 2,543 △ 2,672 △ 2,641 △ 2,741 △ 2,811 △ 2,823 △ 2,579 △ 2,284 △ 1,909 △ 1,639 △ 1,470 △ 1,415 △ 1,155 △ 1,357 △ 1,282

2,470 2,543 2,672 2,641 2,741 2,811 2,823 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

1,472 918 816 870 748 463 116 △ 392 △ 870 △ 698 △ 489 △ 239 △ 19 382 512 654

39,412 37,899 36,863 35,467 33,797 32,068 30,504 29,066 28,158 27,507 26,924 26,637 26,329 26,308 26,109 25,969

3,245 2,936 2,559 2,688 2,483 2,237 1,924 1,242 1,140 1,201 1,194 1,554 1,708 2,158 2,315 2,445

2029 2030 20312024 2025 2026 2027 2028

現金預金残高

2023 2024 2025

　うち、非現金支出分

企業債残高

補てん
財源

使用額

翌年度繰越額

資
本
的
収
支

収　入

企業債

一般会計繰入金

国庫補助金

その他

支　出

建設改良費

企業債償還金

収支過不足額

項目　／　年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 20382023

資本的収支（百万円、税込）

収
益
的
収
支

収入（収益）

下水道使用料

一般会計繰入金

長期前受金戻入

その他

累積損益（利益処分後）

支出（費用）

維持管理費等

減価償却費

支払利息

単年度損益

2026 2027 2034 2035 2036 2037 20382032 20332028 2029 2030 2031

収益的収支（百万円、税抜）

項目　／　年度
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３ 下水道使用料対象経費

２.３.３ 収支見通し（想定平均改定率：12.1％）【算定期間：2027～2036年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。

決算 決算認定前 2024繰越反映

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

5,212 4,843 5,125 5,137 5,239 5,123 5,082 4,725 4,467 4,246 4,100 4,025 4,014 3,967 3,937 3,922

1,498 1,505 1,458 1,439 1,595 1,573 1,551 1,529 1,508 1,487 1,465 1,444 1,422 1,401 1,380 1,359

2,371 2,022 2,465 2,474 2,425 2,304 2,253 1,879 1,617 1,371 1,201 1,106 1,076 1,041 1,015 1,003

1,335 1,306 1,189 1,212 1,207 1,234 1,265 1,305 1,331 1,376 1,422 1,463 1,504 1,513 1,529 1,548

7 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

4,682 4,617 4,336 4,209 4,226 4,237 4,292 4,369 4,425 4,528 4,635 4,729 4,813 4,850 4,899 4,952

1,242 1,280 1,154 1,003 1,016 989 996 1,004 1,011 1,019 1,028 1,038 1,046 1,055 1,064 1,073

53 65 7 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

2,995 2,939 2,815 2,856 2,880 2,939 2,997 3,073 3,125 3,213 3,300 3,377 3,441 3,459 3,488 3,520

446 398 367 350 330 309 298 292 289 296 307 314 326 336 347 359

529 227 789 928 1,013 885 790 356 42 △ 283 △ 534 △ 703 △ 799 △ 883 △ 962 △ 1,029

0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 283 △ 817 △ 1,520 △ 2,319 △ 3,202 △ 4,164 △ 5,194

2,478 3,204 4,269 3,446 2,859 2,610 2,751 2,312 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

1,852 2,112 2,616 2,114 1,710 1,449 1,418 1,140 1,375 1,258 1,055 1,183 1,107 1,134 1,157 1,142

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

618 1,085 1,652 1,332 1,149 1,160 1,333 1,172 1,465 1,337 1,134 1,243 1,167 1,194 1,217 1,202

9 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,948 5,748 6,940 6,087 5,600 5,421 5,574 4,892 5,124 4,504 3,828 3,895 3,689 3,484 3,731 3,626

1,337 2,114 3,282 2,573 2,216 2,239 2,589 2,313 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

3,611 3,633 3,659 3,515 3,384 3,182 2,985 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

△ 2,470 △ 2,543 △ 2,672 △ 2,641 △ 2,741 △ 2,811 △ 2,823 △ 2,579 △ 2,284 △ 1,909 △ 1,639 △ 1,470 △ 1,415 △ 1,155 △ 1,357 △ 1,282

2,470 2,543 2,672 2,641 2,741 2,811 2,823 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

1,472 918 816 870 923 810 633 292 △ 21 △ 252 △ 441 △ 583 △ 749 △ 727 △ 972 △ 1,198

39,412 37,899 36,863 35,467 33,797 32,068 30,504 29,066 28,158 27,507 26,924 26,637 26,329 26,308 26,109 25,969

3,245 2,936 2,559 2,688 2,658 2,583 2,441 1,926 1,989 1,646 1,242 1,210 978 1,049 832 592

収益的収支（百万円、税抜）

項目　／　年度 2026 2027 2034 2035 2036 2037 20382032 20332028 2029 2030 2031

収
益
的
収
支

収入（収益）

下水道使用料

一般会計繰入金

長期前受金戻入

その他

累積損益（利益処分後）

支出（費用）

維持管理費等

減価償却費

支払利息

単年度損益

項目　／　年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 20382023

資本的収支（百万円、税込）

その他

支　出

建設改良費

企業債償還金

収支過不足額

現金預金残高

2023 2024 2025

　うち、非現金支出分

企業債残高

補てん
財源

使用額

翌年度繰越額

資
本
的
収
支

収　入

企業債

一般会計繰入金

国庫補助金

2029 2030 20312024 2025 2026 2027 2028



維持管理費

下水道使用料
対象経費

資本費

資産維持費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

３ 下水道使用料対象経費

３.１ 収支過不足の確認 ※資産維持率０.５％の場合

☛ 現行使用料体系を基に推計した使用料収入と使用料対象経費とを比較し、収支過不足の確認を行う
とともに、使用料改定率を判断する。

☛ 改定率の程度によっては、施設の整備・管理計画や事業財源の見直し、段階的な改定等を検討する
必要がある。

【収支見積のイメージ】 ※算定期間（2027～2031年度）の合計 （単位：百万円）

汚水処理費 必要な財源 収入見込み

比較

6,656

918

4,854

※物価高騰(２％/年） ・耐震化事業を反映

884

6,906
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維持管理費

下水道使用料
対象経費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

資本費

不足分資産維持費

不足分

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

維持管理費

下水道使用料
対象経費

資産維持費

資本費

維持管理費

下水道使用料
対象経費

資本費

資産維持費

現行の使用料体
系に基づく使用
料収入見込み額

３ 下水道使用料対象経費

３.１ 収支過不足の確認 ※資産維持率０.５％の場合

【算定期間：2027～2031年度の場合】 （単位：百万円）

比較
6,656

918

4,854

884 6,906

【算定期間：2032～2036年度の場合】

3,583

10,012
4,153

5,024

835

6,429比較

【算定期間：2027～2036年度の場合】

3,333

16,668
5,071

9,878

1,719

13,335
比較
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算定期間算定期間算定期間
2027〜20362032〜20362027〜2031

9,878,4715,024,2934,854,178維持管理費 ①
5,070,9014,152,805918,096資本費 ②
1,718,960834,565884,000資産維持費 ③
16,668,33210,011,6636,656,274使用料対象経費 (①+②+③)

13,335,4886,428,9946,906,494現行使用料収入
74,484,11435,911,83038,572,284有収水量（㎥）

223.8278.8172.6汚水処理原価
179.0179.0179.1使用料単価
80%64%104%経費回収率

目標別平均改定率の算出
平均改定率平均改定率平均改定率改定目標

25.0%55.7%0.0%①経費回収率100％
△16.2％②使用料単価150円/㎥

3131

３ 下水道使用料対象経費

３.２ 各試算の概要

算定方法 水道料金算定要領を準用する考え方
※資産維持率０.５％（物価高騰２％/年・耐震化事業を反映）の場合

（単位：千円）
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３ 下水道使用料対象経費

３.３.１ 収支見通し（想定平均改定率：0.0％）【算定期間：2027～2031年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。

決算 決算認定前 2024繰越反映

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

5,212 4,843 5,125 5,137 5,065 4,950 4,912 4,557 4,302 4,083 3,940 3,867 3,858 3,814 3,786 3,774

1,498 1,505 1,458 1,439 1,420 1,401 1,381 1,362 1,343 1,324 1,305 1,286 1,267 1,248 1,229 1,210

2,371 2,022 2,465 2,474 2,425 2,304 2,253 1,879 1,617 1,371 1,201 1,106 1,076 1,041 1,015 1,003

1,335 1,306 1,189 1,212 1,207 1,234 1,265 1,305 1,331 1,376 1,422 1,463 1,504 1,513 1,529 1,548

7 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

4,682 4,617 4,336 4,209 4,226 4,237 4,292 4,369 4,425 4,528 4,635 4,729 4,813 4,850 4,899 4,952

1,242 1,280 1,154 1,003 1,016 989 996 1,004 1,011 1,019 1,028 1,038 1,046 1,055 1,064 1,073

53 65 7 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

2,995 2,939 2,815 2,856 2,880 2,939 2,997 3,073 3,125 3,213 3,300 3,377 3,441 3,459 3,488 3,520

446 398 367 350 330 309 298 292 289 296 307 314 326 336 347 359

529 227 789 928 839 713 620 188 △ 123 △ 445 △ 695 △ 861 △ 955 △ 1,036 △ 1,113 △ 1,178

0 0 0 0 0 0 0 0 △ 123 △ 568 △ 1,263 △ 2,124 △ 3,079 △ 4,115 △ 5,229 △ 6,407

2,478 3,204 4,269 3,446 2,859 2,610 2,751 2,312 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

1,852 2,112 2,616 2,114 1,710 1,449 1,418 1,140 1,375 1,258 1,055 1,183 1,107 1,134 1,157 1,142

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

618 1,085 1,652 1,332 1,149 1,160 1,333 1,172 1,465 1,337 1,134 1,243 1,167 1,194 1,217 1,202

9 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,948 5,748 6,940 6,087 5,600 5,421 5,574 4,892 5,124 4,504 3,828 3,895 3,689 3,484 3,731 3,626

1,337 2,114 3,282 2,573 2,216 2,239 2,589 2,313 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

3,611 3,633 3,659 3,515 3,384 3,182 2,985 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

△ 2,470 △ 2,543 △ 2,672 △ 2,641 △ 2,741 △ 2,811 △ 2,823 △ 2,579 △ 2,284 △ 1,909 △ 1,639 △ 1,470 △ 1,415 △ 1,155 △ 1,357 △ 1,282

2,470 2,543 2,672 2,641 2,741 2,811 2,823 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

1,472 918 816 870 748 463 116 △ 392 △ 870 △ 1,264 △ 1,613 △ 1,913 △ 2,234 △ 2,366 △ 2,762 △ 3,137

39,412 37,899 36,863 35,467 33,797 32,068 30,504 29,066 28,158 27,507 26,924 26,637 26,329 26,308 26,109 25,969

3,245 2,936 2,559 2,688 2,483 2,237 1,924 1,242 1,140 635 70 △ 120 △ 507 △ 591 △ 958 △ 1,347

収益的収支（百万円、税抜）

項目　／　年度 2026 2027 2034 2035 2036 2037 20382032 20332028 2029 2030 2031

収
益
的
収
支

収入（収益）

下水道使用料

一般会計繰入金

長期前受金戻入

その他

累積損益（利益処分後）

支出（費用）

維持管理費等

減価償却費

支払利息

単年度損益

項目　／　年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 20382023

資本的収支（百万円、税込）

その他

支　出

建設改良費

企業債償還金

収支過不足額

現金預金残高

2023 2024 2025

　うち、非現金支出分

企業債残高

補てん
財源

使用額

翌年度繰越額

資
本
的
収
支

収　入

企業債

一般会計繰入金

国庫補助金

2029 2030 20312024 2025 2026 2027 2028
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３ 下水道使用料対象経費

３.３.２ 収支見通し（想定平均改定率：55.7％）【算定期間：2032～2036年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。

決算 決算認定前 2024繰越反映

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

5,212 4,843 5,125 5,137 5,065 4,950 4,912 4,557 4,302 4,822 4,669 4,585 4,566 4,511 4,472 4,450

1,498 1,505 1,458 1,439 1,420 1,401 1,381 1,362 1,343 2,063 2,033 2,004 1,974 1,945 1,916 1,886

2,371 2,022 2,465 2,474 2,425 2,304 2,253 1,879 1,617 1,371 1,201 1,106 1,076 1,041 1,015 1,003

1,335 1,306 1,189 1,212 1,207 1,234 1,265 1,305 1,331 1,376 1,422 1,463 1,504 1,513 1,529 1,548

7 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

4,682 4,617 4,336 4,209 4,226 4,237 4,292 4,369 4,425 4,528 4,635 4,729 4,813 4,850 4,899 4,952

1,242 1,280 1,154 1,003 1,016 989 996 1,004 1,011 1,019 1,028 1,038 1,046 1,055 1,064 1,073

53 65 7 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

2,995 2,939 2,815 2,856 2,880 2,939 2,997 3,073 3,125 3,213 3,300 3,377 3,441 3,459 3,488 3,520

446 398 367 350 330 309 298 292 289 296 307 314 326 336 347 359

529 227 789 928 839 713 620 188 △ 123 294 34 △ 143 △ 247 △ 339 △ 427 △ 502

0 0 0 0 0 0 0 0 △ 123 △ 123 △ 89 △ 232 △ 480 △ 819 △ 1,246 △ 1,748

2,478 3,204 4,269 3,446 2,859 2,610 2,751 2,312 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

1,852 2,112 2,616 2,114 1,710 1,449 1,418 1,140 1,375 1,258 1,055 1,183 1,107 1,134 1,157 1,142

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

618 1,085 1,652 1,332 1,149 1,160 1,333 1,172 1,465 1,337 1,134 1,243 1,167 1,194 1,217 1,202

9 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,948 5,748 6,940 6,087 5,600 5,421 5,574 4,892 5,124 4,504 3,828 3,895 3,689 3,484 3,731 3,626

1,337 2,114 3,282 2,573 2,216 2,239 2,589 2,313 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

3,611 3,633 3,659 3,515 3,384 3,182 2,985 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

△ 2,470 △ 2,543 △ 2,672 △ 2,641 △ 2,741 △ 2,811 △ 2,823 △ 2,579 △ 2,284 △ 1,909 △ 1,639 △ 1,470 △ 1,415 △ 1,155 △ 1,357 △ 1,282

2,470 2,543 2,672 2,641 2,741 2,811 2,823 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

1,472 918 816 870 748 463 116 △ 392 △ 870 △ 230 149 567 953 1,518 1,809 2,110

39,412 37,899 36,863 35,467 33,797 32,068 30,504 29,066 28,158 27,507 26,924 26,637 26,329 26,308 26,109 25,969

3,245 2,936 2,559 2,688 2,483 2,237 1,924 1,242 1,140 1,374 1,538 2,066 2,386 3,000 3,318 3,606

2029 2030 20312024 2025 2026 2027 2028

現金預金残高

2023 2024 2025

　うち、非現金支出分

企業債残高

補てん
財源

使用額

翌年度繰越額

資
本
的
収
支

収　入

企業債

一般会計繰入金

国庫補助金

その他

支　出

建設改良費

企業債償還金

収支過不足額

項目　／　年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 20382023

資本的収支（百万円、税込）

収
益
的
収
支

収入（収益）

下水道使用料

一般会計繰入金

長期前受金戻入

その他

累積損益（利益処分後）

支出（費用）

維持管理費等

減価償却費

支払利息

単年度損益

2026 2027 2034 2035 2036 2037 20382032 20332028 2029 2030 2031

収益的収支（百万円、税抜）

項目　／　年度



343434

３ 下水道使用料対象経費

３.３.３ 収支見通し（想定平均改定率：25.0％）【算定期間：2027～2036年度】※物価高騰・耐震化事業を反映

※端数処理の都合上、合計が一致していない場合がある。

決算 決算認定前 2024繰越反映

R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

5,212 4,843 5,125 5,137 5,421 5,302 5,258 4,899 4,639 4,415 4,267 4,190 4,176 4,127 4,094 4,077

1,498 1,505 1,458 1,439 1,776 1,752 1,728 1,703 1,680 1,656 1,632 1,608 1,585 1,561 1,538 1,514

2,371 2,022 2,465 2,474 2,425 2,304 2,253 1,879 1,617 1,371 1,201 1,106 1,076 1,041 1,015 1,003

1,335 1,306 1,189 1,212 1,207 1,234 1,265 1,305 1,331 1,376 1,422 1,463 1,504 1,513 1,529 1,548

7 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

4,682 4,617 4,336 4,209 4,226 4,237 4,292 4,369 4,425 4,528 4,635 4,729 4,813 4,850 4,899 4,952

1,242 1,280 1,154 1,003 1,016 989 996 1,004 1,011 1,019 1,028 1,038 1,046 1,055 1,064 1,073

53 65 7 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

2,995 2,939 2,815 2,856 2,880 2,939 2,997 3,073 3,125 3,213 3,300 3,377 3,441 3,459 3,488 3,520

446 398 367 350 330 309 298 292 289 296 307 314 326 336 347 359

529 227 789 928 1,195 1,065 967 530 214 △ 113 △ 367 △ 539 △ 637 △ 723 △ 805 △ 874

0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 113 △ 480 △ 1,019 △ 1,656 △ 2,379 △ 3,184 △ 4,058

2,478 3,204 4,269 3,446 2,859 2,610 2,751 2,312 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

1,852 2,112 2,616 2,114 1,710 1,449 1,418 1,140 1,375 1,258 1,055 1,183 1,107 1,134 1,157 1,142

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

618 1,085 1,652 1,332 1,149 1,160 1,333 1,172 1,465 1,337 1,134 1,243 1,167 1,194 1,217 1,202

9 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,948 5,748 6,940 6,087 5,600 5,421 5,574 4,892 5,124 4,504 3,828 3,895 3,689 3,484 3,731 3,626

1,337 2,114 3,282 2,573 2,216 2,239 2,589 2,313 2,840 2,595 2,189 2,426 2,274 2,329 2,375 2,344

3,611 3,633 3,659 3,515 3,384 3,182 2,985 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

△ 2,470 △ 2,543 △ 2,672 △ 2,641 △ 2,741 △ 2,811 △ 2,823 △ 2,579 △ 2,284 △ 1,909 △ 1,639 △ 1,470 △ 1,415 △ 1,155 △ 1,357 △ 1,282

2,470 2,543 2,672 2,641 2,741 2,811 2,823 2,579 2,284 1,909 1,639 1,470 1,415 1,155 1,357 1,282

1,472 918 816 870 1,105 1,171 1,171 1,004 863 802 780 803 799 980 893 822

39,412 37,899 36,863 35,467 33,797 32,068 30,504 29,066 28,158 27,507 26,924 26,637 26,329 26,308 26,109 25,969

3,245 2,936 2,559 2,688 2,840 2,945 2,979 2,639 2,873 2,700 2,463 2,596 2,526 2,756 2,697 2,612

収益的収支（百万円、税抜）

項目　／　年度 2026 2027 2034 2035 2036 2037 20382032 20332028 2029 2030 2031

収
益
的
収
支

収入（収益）

下水道使用料

一般会計繰入金

長期前受金戻入

その他

累積損益（利益処分後）

支出（費用）

維持管理費等

減価償却費

支払利息

単年度損益

項目　／　年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 20382023

資本的収支（百万円、税込）

その他

支　出

建設改良費

企業債償還金

収支過不足額

現金預金残高

2023 2024 2025

　うち、非現金支出分

企業債残高

補てん
財源

使用額

翌年度繰越額

資
本
的
収
支

収　入

企業債

一般会計繰入金

国庫補助金

2029 2030 20312024 2025 2026 2027 2028



【算定期間：2032〜2036年度】平均改定率：55.7％ 【算定期間：2027〜2036年度】平均改定率：25.0％
用途１ 一般 用途１ 一般

単価 単価 単価 単価
自（㎥） 至（㎥） （円） （円） 自（㎥） 至（㎥） （円） （円）

基本使用料 - - 600 934 55.7% 基本使用料 - - 600 750 25.0%
0 10 80 125 56.3% 0 10 80 100 25.0%

11 30 170 265 55.9% 11 30 170 213 25.3%
31 50 195 304 55.9% 31 50 195 244 25.1%
51 100 220 343 55.9% 51 100 220 275 25.0%

101 500 245 381 55.5% 101 500 245 306 24.9%
501 260 405 55.8% 501 260 325 25.0%

従量使用料

使用料体系の水量区画

従量使用料

改定率
使用料体系の水量区画

改定率

【算定期間：2032〜2036年度】平均改定率：42.7％ 【算定期間：2027〜2036年度】平均改定率：12.1％
用途１ 一般 用途１ 一般

単価 単価 単価 単価
自（㎥） 至（㎥） （円） （円） 自（㎥） 至（㎥） （円） （円）

基本使用料 - - 600 856 42.7% 基本使用料 - - 600 673 12.2%
0 10 80 114 42.5% 0 10 80 90 12.5%

11 30 170 243 42.9% 11 30 170 191 12.4%
31 50 195 278 42.6% 31 50 195 219 12.3%
51 100 220 314 42.7% 51 100 220 247 12.3%

101 500 245 350 42.9% 101 500 245 275 12.2%
501 260 371 42.7% 501 260 291 11.9%

使用料体系の水量区画
改定率改定率

従量使用料 従量使用料

使用料体系の水量区画

3535

３ 下水道使用料対象経費

（参考）下水道使用料単価 ※物価高騰（２％/年）・耐震化事業を反映

（注）この表は参考資料であり、このとおり使用料を改定するものではありません。

☛ 資産維持率０％

☛ 資産維持率０.５％



４ 次回の審議内容
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４ 次回の審議内容

１ 使用料対象経費の分解

☛ 使用料体系の設定は、個々の使用者の使用実態に応じて配分された個別原価に基づいて行う。
☛ この場合、使用料対象経費の分解と使用者群の区分を行い、それを基礎に使用料体系を設定するこ

とが合理的である。

１ 意義

☛ 使用料対象経費の分解は、使用料体系における基本使用料、従量使用料、累進使用料等を定める際
の基準として用いるために経費をその性質にしたがって分解するものであり、個別原価に基づく使
用料体系を設定するための前提の作業である。

☛ 一般的には、使用料対象経費は、需要家費、固定費及び変動費の３種類に分類される。

概要使用料対象経費の区分

☛下水道使用水量の多寡に関係なく主として下水道使用者数に対応して増
減する経費であり、使用料徴収関係経費等がこれに当たる。

需要家費

☛下水道使用水量及び使用者数の多寡に関係なく下水道施設の規模に応じ
て固定的に必要とされる経費であり、資本費、電力料金の基本料金、人
件費の基本給部分等がこれに当たる。

固定費

☛主として下水道使用水量の多寡に応じて変動する経費であり、動力費の
大部分、薬品費等がこれに当たる。

変動費

Point！

Point！
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４ 次回の審議内容

☛ 使用料対象経費のうち基本使用料として賦課するものは、基本的には需要家費及び固定費とするの
が適用である。

☛ 施設型事業である下水道事業の特性により、使用料対象経費に占める固定費の割合が極めて大きい
ことから、固定費についてはその一部を基本使用料として賦課し、他は従量使用料として賦課する
のが妥当である。

☛ 基本使用料として賦課する固定費の範囲については、各地方公共団体の排水需要の実態、下水道事
業の実態等を勘案して定めるものとするが、事業の安定した収支の均衡を図る観点から十分に検討
する必要がある。

☛ 従量使用料として俯瞰するものは、基本使用料として賦課するもの以外のすべての経費とし、使用
料対象経費の分解に応じて水量区分ごとに配賦するものとする。

２ 対象となる経費の範囲

需要家費

固定費

１ 使用料対象経費の分解

変動費

Point！

Point！

全部「基本使用料」へ分配

基本使用料と従量使用料に分配

全部「従量使用料」へ分配 二
部
使
用
料
制

基本使用料

従量使用料
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４ 次回の審議内容

☛ 使用料対象経費の分解基準に基づき分解した経費は、各々の経費の性質に応じた配賦基準により各
使用者群へ配賦することとする。

☛ 具体的な配賦基準の設定は、各地方公共団体の排水の実態と、各々の経費の性質を十分に反映した
ものであることが必要である。

３ 使用料対象経費の配賦

１ 使用料対象経費の分解

３.１ 経費別の配賦基準

需要家費 固定費 変動費

0〜10㎥ 11〜30㎥ 51〜100㎥ 501㎥〜

概ね検針回数に応じて各使用
者群に均一に配賦

各使用者群の排水需要の変動に着目して固
定費を各使用者群に傾斜的に配賦

全水量に均等に配賦

31〜50㎥ 101〜500㎥
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４ 次回の審議内容

３ 使用料対象経費の配賦

１ 使用料対象経費の分解

３.２ 使用料算定に係る使用料対象経費の配賦イメージ

需要家費

需要家費 固定費 変動費

0〜10㎥ 31〜50㎥ 51〜100㎥ 501㎥〜

需要家費 需要家費 需要家費

固定費 固定費 固定費 固定費

固定費

変動費

固定費 固定費 固定費

変動費
変動費

変動費

基本使用料
（※対使用件数）

従量使用料
（※対排水量）

需要家費

固定費

固定費

変動費

需要家費

固定費

固定費

変動費

11〜30㎥ 101〜500㎥
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（参考）審議内容について

〇これまで
第２回 事業概要と今後の取組み、会計のしくみ、現行の下水道使用料体系

今後の収支見通し（決算見込）
第３回 今後の収支見通し（決算値）、審議の流れ

下水道使用料算定の基本的考え方（総括原価などの説明）
※水道料金は現行で据え置きを、下水道使用料は今後も審議継続を決定

〇今回
第４回 下水道使用料算定の基本的考え方（使用料体系の設定などの説明）

資産維持費を含んだ使用料対象経費に対する想定平均改定率

〇今後（案）
第５回（９月） 総括原価の分解・配賦
第６回（10月） 総括原価の配賦（続き）
第７回（11月） 総括原価の配賦（続き）、答申について
第８回（12月） 審議内容の最終確認
第９回（2026・１月） 答申案の最終確認、答申手交
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